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 議員派遣として参加した研修会議の内容は、次のとおりでした。 
 

期 間  令和５年１１月１０日(金) １０：３０～１２：００ 

場 所  あさぎり町せきれい館 

目 的  令和５年度上球磨町村議会議員研修会 

 

 

報 

 

 

告 

 

 

の 

 

 

内 

 

 

容 

 

１．研修内容 

講師 ： 新潟県立大学・准教授 田口 一博 氏 

演題 ： 「議員のなり手不足と議員報酬」 

 

＜資料概要＞ 

①「なり手」問題のそもそも諭 

②議員のなり手問題とは？ 

③議員のなり手問題のための令和４年地方自治法改正 

(01)無投票当選・欠員の指摘 

(02)議員本人以外への請負禁止の条例による横出し 

(03)請負兼業：大川村議会(高知県)の悲鳴 

(04)労働強化：庄内町議会(山形県)の悲惨 

(05)「大川村問題」前後の総務省の検討 

(06)公職選挙法・政治分野における男女共同参画の推進に関する 

法律改正 

(07)「自民党政務調査会総務部会」地方議会の課題に関するプロジェク

トチーム「坂本座長メモ」 

(08)３議長の要望 

(09)地方自治法改正法の国会審議 



(10)改正法の公布 

(11)改正規定の施行体制 

(12)市町村議会・議会運営委員会の採るべき対応 

 

 

２．所感 

・議員のなり手不足の問題は、自治法や条例の改正により少しだけ改善さ

れたが、年金受給前の議員専業だけでは生計が難しい。議員の兼業は、

議会業務や政治活動がない時に限られるため、個人経営の事業者は事業

を広げることが難しい。表面だけの法改正では、議員のなり手不足に歯

止めをかけることが難しいため、町村議長会などを通して地方の声を国

へ届ける対応が必要だと感じた。 

・全国町村議会議長会の実態調査(令和４年７月１日現在)では、６０歳以

上の議員の割合が７７．３％。本町の割合は８０％であり、若い世代の

議員が不足している。議員報酬の引き上げは、地方の財政を考えると、

交付税措置が必要。町村単独の報酬引き上げは、住民から理解されにく

いため、全国一律に対応にしたほうがよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 


